




平成２８年度当初予算要求状況の概要 9,都市整備部0x 

富当初予算額

9,単位81百万円、0x0x 

区 分  平成２７年度  平成２８年度  増 減 額  前年比率 当初予算額  当初予算額  

,0 般 会 計  １７２,２４５  １７０,８８０  쇼１,３６５  ９９3,２ 

流域下水道事業  ８６,４８３  ８１,０９１  Ａ５,３９２  ９３3,８ 特 別 会 計  

港湾整備事業  ８,８２４  １０,４７１  １,６４７  １１８3,７ 特 別 会 計  

箕面北部丘陵整 
備事業特別会計  １０,３０３  ５,７３９  Ａ４,５６４  ・５５3,７ 

不動産調達  ４,００１  ５,４４３  １,４４２  １３６3,０ 特 別 会 計  

合 計  ２８１,８５５  ２７３,６２４  Ａ８,２３１  ９７3,１ 

◎平成２８年度当初予算額は財務部長内示段階のもの。 



【一般会計コ

２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

総合交通対策  ◆道路及び街路の整備 ｫ成長ｻ ７１,５２４百万円  
広域連携の強化や物流の効率化に資する道路ネット

０円  ワークの充実。強化を図るため、 新名神アクセス道路、 
府県間道路、 十三高槻線等の整備を推進する。 

9,７１,４４５百万円0x  
◆大和川線の整備 ｫ成長ｻ 3, 

3, 大阪都市再生環状道路の一部である大和川線の整備 

を推進する。 

◆有料道路の整備促進 ｫ成長ｻ 
高速道路ネットワークの充実に向け、大阪都市再生環 

状道路の一部である阪神高速道路大和川線等の事業促 
進に関し、独立行政法人日本高速道路保有。債務返済機 
構に対して出資する。 

また、箕面グリーンロードにおいて料金割引社会実験 
を継続実施する。 3, 

◆交通安全対策等の推進 ｫ安全。安心ｻ 
自転車の安全で適正な利用に向け、 「大阪府自転車の 

安全で適正な利用の促進に関する条例3,9,仮称0x案」に基 
づき、交通安全教育の推進、自転車保険の加入促進、自 
転車通行空間の確保等に取り組む。3,  

また、歩道の設置、バリアフリー化等の交通安全事業 
を、 事故の多い箇所や通学路等において、 それそれの優 
先度に応じて実施するとともに、交通安全の広報・啓発 
活動を推進する。 、 

3,さらに、プラットホームからの転落等を防止するため 
 の可動式ホーム本冊整備事業に対して、国、地元市9,政令 
市含む0x とともに、 鉄道事業者への補助を実施する。 

◆公共交通戦略の推進,0 ｫ成長ｻ 
戦略に位置づけた「鉄道ネットワークの充実」、「公共 

交通の利便性向上」、「公共交通の利用促進」を着実に推 
進する。9,大阪モノレール延伸、北大阪急行延伸、なに 
わ筋線、相互乗入れ・乗継改善等0x 

◆大阪圈鉄道細の整備 ｫ成長ｻ 
大阪外環状線鉄道の整備を促進するため、事業者に対 

する出資及び助成等を行う。 

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘

 要 3, 

9,２７当初予算額0x  

◆連続立体交差事業 ｫ成長ｻ 
南海本線9,高石市0xにおいて、下り線の鉄道高架化切 

替えを着実に行う。 3, 
また、京阪本線9,枚方市、寝屋川市0x、近鉄奈良線9,東 

大阪市0x等において、着実に事業を推進する。 

3,◆鉄道施設耐震化等の促進 ｫ安全。安心ｻ 
主要な鉄道駅等において大規模地震に備えるための 

耐震補強及び浸水対策事業に対して、国、地元市9,政令 
3, 市含む0x とともに、・鉄道事業者への補助を実施する。 

◆道路等の維持管理・ ｫ安全。安心ｻ  
道路や大阪モノレールについては、大阪府都市基盤施 

設長寿命化計画に基づき、 点検や予防保全対策、 更新の 
検討等、戦略的な維持管理を推進するとともに、橋りょ 
うの而、ｉ震補強や法面防災対策等を着実に実施し、利用者 
等の安全・安心を確保する。また、アドプトロード等、 
地域と連携した美化活動等を推進する。 

治 水 対 策  ５６,５６１百万円  ◆河川の整備 ｫ安全。安心ｻ ・ 
「今後の治水対策の進め方」に基づき、“人命を守る 

０円  ことを最優先”に河川毎に地先の危険度を評価・開示 
3,し、「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」を効果的・総合的に組み 

9,５８,５２７百万円0x  合せた対策を推進する。 
・寝屋川流域において、寝屋川等の河川改修や、地下河 

川、遊水地、調節池の整備等、総合治水対策を推進す 
る。 ・ 

・穂谷川、上の川、前川、芦田川、槇尾川等において、 
河川改修事業を実施する。 

・安威川において、ダム建設を推進する。 
・「逃げる」施策の推進を図るため、避難行動支援事業 

の河川カメラの増設を実施する。 

◆砂防施設等の整備 ｫ安全。安心ｻ 
父鬼川右第１８支川9,和泉市0x等の砂防設備の整備、 

畑9,４0x地区9,柏原市0x等の急傾斜地崩壊対策事業等を引 
き続き推進する。 

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

◆土砂災害警戒区域等の指定の推進«安全。安心» 
引き続き、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域 

等の指定に必要な基礎調査を実施する。 
・調査結果の公表81平成２８年６月完了予定 
。区域指定の公示81平成２８年９月完了予定 

◆津波。高潮対策 ｫ安全。安心ｻ 
南海トラフ巨大地震等による津波や高潮から府民の 

生命。財産を守るため、防潮堤等の而、ｉ震化9,液状化対策 
等0x 及び三大水門の津波対応の検討を推進する。 

◆河川等の維持管理 ｫ安全。安心ｻ 
河川施設等については、 大阪府都市基盤施設長寿命化 

計画に基づき、点検や予防保全対策、更新の検討等、戦 
略的な維持管理を推進する。 特に、 河川毎に護岸の構造 
等の3,特性をとりまとめた河川カルテを作成し巡視。点検 
を重点化するとともに、河川に堆積した土砂は、危険度 
等を考慮し、計画的に除去を行い、府民の安全・安心を 
確保する。また、アドプトリバ一等、地域と連携した河 
川美化活動等を推進する。 

港湾の3,整備  １,８４６百万円  ◆港湾施設の整備。更新3,ｫ安全。安心ｻｫ成長ｻ 
港湾機能の強化のため、堺泉北港汐見地区の岸壁更新 

０円  を推進する。  

9,１,９５１百万円0x  ◆港湾施設の維持管理 ｫ安全。安心ｻ 
港湾施設については、大阪府都市基盤施設長寿命化計 

・ 画に基づき、点検や予防保全対策、更新の検討等、戦略 
・ 的な維持管理を推進する。 特に、 鋼構造岸壁について、3, 

点検データの充実により、 予防保全の高度化を図る等、 
港湾施設の維持管理を着実に実施し、 利用者等の安全 ・ 
安心を確保する。また、アドプトシーサイド等、地域と 
連携した美化活動等を推進する。  

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

公園の整備  ◆府営公園等の整備 ｫ安全。安心ｻｫ成長ｻ  3,１０,４１２百万円  
山田池公園、久宝寺緑地等において、防災機能の向上 

０円  を図るため、避難地の確保及び防災関連施設等の整備を 
推進するともに、府市連携のもと、難波宮跡公園の検討 

9,８,８８７百万円0x  を行う。 
また、不動産調達特別会計で取得済みのりんくう公園 

予定地について、 一般会計への買戻しを行う。 

◆泉佐野丘陵緑地整備事業«成長» 
 自然豊かな景観緑地の実現に向け、府民、企業等との 

連携・協働により育てていく公園づくりとして、基盤施 
設等の整備を行う。 

◆府営公園の管理 ｫ安全。安心ｻ 
 府民に親しまれる府営公園を目指して、大阪府都市基 

盤施設長寿命化計画に基づき、遊具等の公園施設の点検 
や予防保全対策、 更新の検討等、 戦略的な維持管理を推 
進する。 

また、府民協働等、地域と連携した取組みを推進する。 

市街地の整備  ３,７２９百万円  ◆土地区画整理事業 。 市街地再開発事業への支援 
«成長» 

０円  良好な市街地の形成を図るため、組合等が行う土地区 
画整理事業及び市街地再開発事業に補助を行う。 

9,３,１４５百万円0x  
◆箕面北部丘陵整備事業特別会計繰出金 

そ の 他  ２６,８０８百万円  ◆流域下水道事業特別会計繰出金 

０円  ◆未利用地の処理促進 
都市整備部所管の土地について、 必要性を精査し、 そ 

9,２８,２９０百万円0x  の処分を積極的に推進する。 

◆災害復旧費 ｫ安全・安心ｻ 

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



【流域下水道事業特別会計】

２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

下水道の整備  ◆流域下水道の整備 ｫ安全。安心ｻ  ８１,０９１・百万円  
寝屋川外６流域下水道の水みらいセンター、 ポンプ

及び維持管理  ・ ０円  場の老朽化対策や増補幹線等の整備を推進する。 

9,８６,４８３・百万円0x  ◆流域下水汚泥処理事業 ｫ安全。安心ｻ 
流域下水道及び公共下水道それそれから発生する 

下水汚泥を、 まとめて効率的に処理する施設の増改築 
及び維持管理を実施する。  

０流域下水道の維持管理 ｫ安全。安心ｻ 
流域下水道施設については、 下水道サービスの安 

定した供給を目指して、 大阪府都市基盤施設長寿命 
化計画に基づき、管渠や機械電気設備等、下水施設 
の点検や予防保全対策、 更新の検討等、 戦略的な維 
持管理を推進する。 3, 

◆水みらいセンターのエネルギー拠点化«成長» 
水みらいセンターにおいて、 大規模な太陽光発電シ

ステムを導入し、 平常時は売電を行い、 災害時は同セ 

ンターの非常用電源として活用する。 

◎予算額は財務部長内示段階のもの。

【港湾整備事業特別会計】

２８部長内示額  
事 業 名  ・２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

港湾施設の  １０,４７１百万円  «成長» 
堺泉北港、阪南港等において、港湾施設の整備・更 

建設 ・ 管理  ０円  新等を推進し、 適切な運営を図るとともに、 港湾関連 
3,用地の分譲・賃貸事業を実施する。 

9,８,８２４百万円0x  

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



【箕面北部丘陵整備事業特別会計】

２８部長内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

箕面森町の土地  ５,７３９百万円  «成長» 
豊かな自然を享受できる特色あるまちづくりを 

区画整理事業  ０円  ・ 行うため、箕面北部丘陵地域において、都市基盤施 

設の整備を推進する。 
9,１０,３０３百万円0x  

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 

【不動産調達特別会計】

２８部長内示額  
3

, 事 業 名  ２８復活要求額  摘

 要3, 

9,２７当初予算額0x  

公共用地の  ５,４４３百万円  都市基盤施設の整備のために必要な公共用地の 
先行取得を実施する。 

先行取得等  
０円  

9,４,００１百万円0x  

◎予算額は財務部長内示段階のもの。 



平成２７年度一般会計補正予算9,第５号0x要求状況の概要

【一般会・計 １

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  摘 要 

補正後予算案額  

道路、河川、港湾  ３,５８３百万円  国補正による国庫補助事業費の追加 
公園等の事業  

１７２,２４５百万円  

１７５,８２８百万円  

０主要事業

補正予算案額  
3, 事 業 名  現計予算額  摘 要 

補正後予算案額  

総合交通対策  ０道路の整備,0«成長»  ４６６百万円  
国とともに第二阪和国道の整備を推進する。 

７１,４４５百万円  
０道路の維持管理 ｫ安全。安心ｻ 

７１,９１１百万円  崩壊の危険性のある道路法面において、 災害を未然 
に防ぐため防災工事を着実に実施する。 

治

 水・ 対 3,策  

０河川の整備 ｫ安全。安心ｻ  ２,３７４百万円  
「今後の治水対策の進め方」に基づき、 “人命を守る 

５８,５２７百万円  ことを最優先”に河川毎に地先の危険度を評価。開示 
し、「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」,0を効果的。総合的に組み 

６０,９０１百万円  合せた対策を推進する。  
・恩智川や梅川等において、 河川改修を実施する。 

港湾の整備  ・ １８０百万円3,  ０港湾施設の更新 ｫ安全。安心ｻｫ成長ｻ 
堺泉北港汐見地区の岸壁更新を推進する。 

１,９５１百万円  
０港湾施設の維持管理 ｫ安全・安心ｻ 

２,１３１百万円  港湾施設の予防保全対策として、 老朽化した岸壁 
等の補修工事を重点的に推進する。 



補正予算案額  
事 業 名  現計予・算額  摘 要 

補正後予算案額  

公 園 の 整備  ５６２百万円  ０府営公園等の整備 ｫ安全。安心ｻ  
服部緑地、久宝寺緑地等において、防災機能の向上 

８,８８７百万円  を図るため、 防災関連施設等の整備を推進する。 

９,４４９百万円  

【流域下水道事業特別会計〕

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  摘 要 

補正後予算案額  

下水道の整備  
１,６０１百万円  

国補正による国庫補助事業費の追加 

８６,４８３百万円  ０流域下水道の整備 ｫ安全。安心ｻ 

及び維持管理  寝屋川流域の浸水対策として増補幹線等の整備を推 

８８,０８４百万円  進する。  

※港湾整備事業特別会計、 箕面北部丘陵整備事業特別会計、 不動産調達特別会計は補正なし。 



平成２７年度一般会計補正予算9,第６号0x要求状況の概要

【一般会計】

 補正予算案額  
・事 業 名  現計予算額  摘 要 

２７年度最終見込  

道 路 、 河 川  
Ａ２５,０３６百万円  

国庫補助事業費の確定等による減額等 
１７５,８２８百万円  

港湾、公園等の事業  
１５０,７９２百万円  

【流域下水道事業特別会計 １

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  3, 摘 要 

２７年度最終見込  

流域下水道等の  
Ａle,４１４百万円  

3,８８,０８４百万円  国庫補助事業費の確定等による減額等 

建 設 。 管 理  
７７,６７０百万円  

【港湾整備事業特別会計】

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  摘3, 要 

２７年度最終見込  

港 湾 施 設 の  
２２８百万円  

減債基金への積立金の追加に伴う 
８,８２４百万円  

建 設 。 管 理  公債管理特別会計繰出金の増額等 
９,０５２百万円  
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【箕面北部丘陵整備事業特別会計 81

補正予算案額  
事 業 名  現計予算額  摘 要 

２７年度最終見込  

箕3,面森町の土地  
Ａl,１７６百万円  

１０,３０３百万円  関連事業費の確定による減額等 
3,区画整理事3,業  

９,１２７百万円  

※不動産調達特別会計は補正なし。 



都市整備部 平成２８年２月定例府議会提出予定議案の概要

１3,事件議決案 9,９件0x 
件 名  概 要  所管課 

１  淀川河川公園整備事  平成２ ８年度において国が施行する、淀J ｌ阿川公園整  

業の施行に伴う負担  備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するた  

金徴収の件  め、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求める  
もの。 ・  

都市計画室 受益市 大阪市   
負担率 １0x６   
負 担 金 ５３３万３, ３３３円  

２  都市高速鉄道連続立  平成２８年度において府が施行する都市高速鉄道連  

体交差事業の施行に  続立体交差事業により利益を受ける市から負担金を徴  

伴う負担金徴収の件  収するため、 地方財政法第２７条の規定により議決を求  
3,めるもの。  

受益市 東大阪市ほか５市  
負担金 １０億６,７４１万５,０ ００円9,調整中0x  

３  流域下水道事業の施  平成２８年度において府が施行する流域下水道事業  

行に伴う負担金徴収  により利益を受ける市町村から負担金を徴収するため、  

の件 ・  下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。  
受益市町村3, 大阪市ほか４１市町村  
負担率 国庫補助事業 ２3,５0x１０、１0x６  下水道室 

府費単独事業 １0x２  
維持管理費 ５3,５0x１０ほか  

負担金 ２５５億８,５０４万３８４円9,調整中0x  

４  港湾整備事業の施行  平成２８年度において国が施行する港湾整備事業に  

に伴う負担金徴収の  より利益を受ける市から負担金を徴収するため、大阪府  

件  堺泉北港港湾工事負担金徴収条例第３条の規定により  
議決を求めるもの。 ・  港湾局 

受益市 堺市   
負担金 １５０万円 ,  

５  淀川河川公園整備事  平成２７年度において国が施行中の相 ｌ阿川公園整  
備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更につ  業の施行に伴う負担  
いて、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求め  

金変更の件  るもの。  都市計画室 
負 担 金 ６８８万１, １６６円  

→ ５５万１, ５８０円  
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６  都市高速鉄道連続立  平成２７年度において府が施行中の都市高速鉄道連  
体交差事業の施行に  続立体交差事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の  
伴う負担金変更の件  変更について、 地方財政法第２７条の規定により議决を  

求めるもの。 3,  交通道路室 
負 担金 ７億６, ０１２万５, ０００円  

→ ５億１, ２２５万６, ０００円  

７  流域下水道事業の施  平成２７年度において府が施行中の流域下水道事業  
行に伴う負担金変更  の事業費の変更に伴う受益市町村負担金の変更につい  

て、下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるも  の件  
のｏ  下水道室 

負 担 金 ２６１億１, ３８５万９８１円  
→ ２３３億４,3,４３３万９, ３３４円  

８  工事請負契約締結の  9,１0x 主要地方道茨木摂津線9,9,都0x 大岩線0x橋梁下部  
件(道路改良事業0x  工事請負契約 ・  

契約金額 １３億３,６３６万６８０円  
請負者 株式会社、淺沼組  

能路室 9,２0x 主要地方道伏見柳谷高概線高概東道路仮称成合  
橋梁上部工事請負契約 ・  

・契約金額 １４億２, ５６０万円   
請負者 駒井ハルテック瀧上工業共同企業体  

９  工事請負契約等変更  9,１0x 都市計画道路大和川線シールド工事請負契約  

の件9,道路改良事業0x  9,平成１９年１２月１７日議決0x  
契約金額 ２７８億９, ３７３万９, ７５０円  

→ ２８０億１, ３０５万９, ２３０円  

請負者 大鉄工業・吉田組・森組・総工務店共同企業体  
主な変更理由 堺市施行9,阪神高速道路9,株0x受託0xの  

シールド立坑の完成が遅れたため、  
シールド工事を一時ｔ木止したことに  
より、 增額変更を行うもの。  
※増額分については堺市が負担。  

交通道路室 
9,２0x 一般国道３７１号9,仮称0x新紀見トンネル整備事  

業の施行に係るトンネル本体工事委託契約・  
9,平成２７年１０月２７日議決0x  

契約金額 ３８億３, １２０万９, ３１１円  
→ ３２億３, ６０９万７, ９７３円  

受託者 和歌山県  
主な変更理由 和歌山県に委託した工事について、県  

が施工業者と契約締結した落札率に  
応じた金額へ変更することにより、  
減額変更を行うもの。  
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２3,条例案9,５件0x 
件 名  概 要  所管課 

１  大阪府自転車の安全  府、事業者、 交通女全団体及び府民が協働して自転  

で適正な利用の促進  車に係る交通安全を確保し、かつ、自転車を滴正に利  
に関する条例9,仮称0x  用することを促進するために、府、事業者、 交通安全  
制定の件  ,0団体及び府民の役割、学校の長による交通安全教育、  

自転車の点能理席、反射器材の備付け及び乗車用  
交通道路室 

⊠81、、ルメットの着用、 自転車損害賠償保険等の加入の義  
務等を定める。  

施行日81平成２８年４月3,１日9,自転車ｉ般関連以外0x  
平成２８年７月１日9,自転車保険関連0x  

3,２１ 

し81J  
大阪府附属機関条例  地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、 附  
一部改正の件  属機関を新たに設置するため、 所要の改正を行う。  

。大阪府都市公園施設設置者選定委員会  都市計画室 

３  大阪府建築都市行政  土地区画整理法の改正により、規定の整備9,条項ず  
事務に係る事務処理  れ是正0xを行う。  
の特例に関する条例  施行日81平成２８年４月１日  都市計画室 

一部改正の件  

４  大阪府都市公園条例  服部緑地のテニスコートの改修に伴い、 アンツーカ  
一部改正の件  ーコートの利用料金の規定を削除する。  

都市計画室 
施行日81平成２８年４月１日  

５  大阪府土木行政事務  地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務  
に係る事務処理の特  処理の榊ｉ開度に基づき、 道路運送法に基づく事務の  
例に関する条例一部  一部を忠岡町が処理することとする。   交通道路室 
改正の件  施行日81平成２８年４月１日  

５ 



３3,報告9,４件0x 
件 名  概 要  所管課 

１  工事請負契約変更の  工事請負契約の変更について、 地方自治法第１８０条  
専決処分の件(道路改  第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の  
良事業0x  規定により報告するもの。  

主要地方道ｆ規柳谷高槻線高概東道路ｆ反称五領高架  
橋9,ＪＲ跨線部0x上部工事請負契約  

9,平成２７年３月１７日議決0x  
専決日 平成２８年１月４日  交通道路室 
契約金額 ５億７,３３１万４４０円  

→５億７, ９３６万９, ２４０円  
請負者片山。x9井共同企業体  
主な変更理由 他工事との調整の結果、仮設部材  

の補強が必要となつ3,たための変更。  

２  工事請負契約変更の  コ二事請負契約の変更について、地方自治法第１８０  
専決処分の件9,流域下  条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項  
水道事業0x  の規定により報告するもの。 3,  

寝屋川流域下水道中央9,,00x增補幹線 9,第６工区0x  
下水管渠築造工事請負契約  

・ 9,平成２５年１２月１６日議決0x  

専決日 平成２８年１月５日  
下水道室 契約金額 ５億８,２１２万円  

,0,0)６億１, １８６万５, ３６０円  

 請負者国誉建設株式会社  
主な変更理由 関係機関との詳細協議の結果、人孔の  

位置や交通規制内容の変更が必要と  
なったための変更。  

３  工事請負契約変更の  工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０  
専決処分の件9,津波。  条第１項の規定により専決処分にしたので、 同条第２  
高潮対策事業0x  項の規定により報告するもの。  

9,１0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,出来島大橋上  
流左岸0x Ｈ２６その１請負契約  

9,平成２６年９月２５日議決0x  河川室 
専決日 平成２８年１月６日  
契約金額 １２億９,６００万円  

,04,１２億８, ７６９万４, ８０ ０円  

請負者みらい建設工業株式会社  
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３ 工事請負契約変更の
専決処分の件9,津波。 
高潮対策事業0x 

9,２0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋下流
左岸0xＨ２６その２請負契約

9,平成２６年９月２５日議決0x
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １２億９,８１６万円

→１２億９,６０９万１,８００円
請負者株式会社安藤。間 ・

9,３0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋下流
右岸) Ｈ２６その３請負契約

9,平成２６年９月２５日言税
専決日・平成２８年１月６日
契約金額 １・２億７,２６４万６８０円

→１２億７,３７１万９,６００円
請負者ノバック。日本基礎共同企業体

9,４0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋上流
左岸0x Ｈ２６その５請負契約

,0 (平成２６年９月２５日議決0x

専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億５,２１６万円  

→１３億４,９０７万２,２８０円
請負者村本建設。松村組特定建設81i事共同企業体

9,５0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋上流
左岸0x Ｈ２６その６請負契約

9,平成２６年９月２５日議、测
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億５,３２４万円

→１３億５,３９６万１,４４０円  
請負者東急建設株式会社

9,６0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋上流
左岸0xＨ２６その７請負契約

(平成２６年９月２５日議決)
専決日 平成２８年１月６目
契約金額、１３億６,８３６万円3,

→１３億６,６０１万２,０８０円
請負者 西武建設株式会社

７ 

河川室



３ 工事請負契約変更の
専決処分の件9,津波。 
高潮対策事業0x 

9,７0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,出来島大橋上
下流左岸0x Ｈ２６その８請負契約

9,平成２６年９月２５日議決) 、
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億２,３００万円

→１３億２,５０５万７,４００円
請負者 鉄建建設株式会社

9,８0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,千船大橋下流
右岸0xＨ２６その９請負契約  

9,平成２６年９月２５日議決0x
専決3,日3,平成２８年１月６日
契約金額 １４億１,０４８万円

→１４億２,２２８万４,3,４００円
請負者あおみ建設株式会社

9,９0x 一級河川神崎川防潮堤補強工事9,神崎大橋上流
右岸0xＨ２６その１０請負契約 ,

9,平成２６年９月２５日言税
専決日平成２８年１月６3,日
契約金額 １３億７８８万円

→１３億８５２万１, ５２０円
請負者 オリエンタル白石株式会社

9,１０0x 一河川神崎川防潮堤補強工事9,出来島大橋下
流有岸)Ｈ２６その１１請負契約

9,平成２６年９月２５日言開
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億１,９７６万円

→１３億２,０８０万２, ２０ ０円
請負者 岸本。宮本共同企業体

9,１１0x 一級河川左門脚ｌｌ防潮堤補強工事9,左門橋下流
左岸0x Ｈ２６その１請負契約

9,平成２６年９月２５日議決0x
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億１,２２０万円

→１３億２,１９１万４,６００円
請負者飛島建設株式会社 3, 
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３ 工事請負契約変更の
専決処分の件9,、津1波。 
高潮対策事業0x 

9,１２0x 一級河川左門殿リ ｌ防潮堤補強工事 9,辰已橋上流
左岸0xＨ２６その４請負契約

9,平成２６年９月２５日議決0x
専决日 平成２８年１月６日
契約金額 １３億５,１０８万円

→１３億４,８０６万８,９６０円
請負者3,久本組。壷山建設共同企業体

9,１３0x 一級河川中島川防潮堤補強工事9,中島大橋上下
流右岸0x Ｈ２６その２請負契約

9,平成２６年９月２５日議決)
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １２億５,６０４万円

→１２億５,６０７万８,８８０円
請負者束洋建設株式会社

9,１４0x一級河川中島川防潮堤補強工事9,中島大橋下流
左岸0x Ｈ２６その３請負契約

9,平成２６年９月２５日議決0x
専決日 平成２８年１月６日
契約金額 １４億５,８００万円 3,

→１４億６,６０１万９3,０００円
請負者 森本組。佐田建設特定共同企業体

9,１５0x 一級河川中島川防潮堤補強工事9,中島大橋下流
左岸0xＨ２６その４請負契約

9,平成２６年９月２５日議決)
専決日 平成２８年１月６日 
契約金額 １４億９４０万円

→１４億１,１２２万４,１２０円
請負者 青木あすなろ建設株式会社

主な変更理由 早期の現場着手のため標準断面で発

注した工事について、 詳細設計の実施
等に伴う変更。・ 

９ 

河川室



４ 工事請負契約変更の
専決処分の件 9,安成ｆ ｌｆ 
ダム建設工事0x 

工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０ 
条第１項の規定により 専決処分にしたので、 同条第２ 
項の規定により報告するもの。  

 安前 ｌｌダム建출通事請負契約
9,平成２６年３月２４日議決0x

専,(央日 平成２８年１月１２日
契約金額・２６５億９,９５３万円６,０ ０ ０円

→２６６億４, １２４万６,,0６８０円
請負者 大林組。前田建設工業。 期f組。日本国

土開発特定建設工事ノ共同企業体
主な変更理由 法面対策工の追加及びその他81i事数

量の増減による変更。 

２０ 

河川室



平成２８年２月議会案件

『都市計画道路大和川線シールド3,工事』 の契約変更について

０都市計画道路 大和川線シールド工事
請負金額81変更前 ２７,８９３,７３９,７５０円

変更後 ２８,０１３,０５９,２３０円Ｋ変更増】 １１９,３２１,４８０円
。請負者81大鉄工業。吉田組。森組。紙谷工務店共同企業体
。工事概要81本線シールドトンネルの構築、内径１１3,７ｍ、延長Ｌx9１,８９８ｍ
。施工箇所81常磐東開削トンネル区間とは別の隣接区間 

松原市区間9,Ｎｏ５0xＮｏ６立坑間0x完成済  
堺市区間9,Ｎｏ３0xＮｏ４立坑間0x施工中9,堺市からの受託事業0x 

。工 期81変更前 平成１９年１２月１８日0x平成２８年５月３１日
変更後 同上 3,0x平成２８年７月２９日

０変更理由

。シールドトンネル到達立坑であるＮｏ３立坑の完成が、 堺市による地フｉ,0調整に日数を要し

たことから遅延 

。これに伴い、 Ｎｏ３立坑の完成までシールド掘進を２ケ月停止させる必要が生じたため、

工事停止期間に発生する経費 9,機械器具損料等0x を増額変更

。堺市からの受託事業のため、 増額分については、 堺市が全額負担

堺市施行区間 大阪府施行区間

受託区間 大阪府受託 区間

シールド一時停止

9,御堂筋線近接区間除く0x 

Ｎｏ３  
立坑  

ネ
開削
ル区

０x9 

常
ラ

x9・・・・・113, 

:Ｎｏ５ 
０:立坑

松原市

Nｏ６:
立坑:二 
3,・・・・・・81 

２１ 



負担金徴3,収の件一覧表

淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金徴収の件

9,平２８3,２月議会0x
9,都市整備部0x 

・事 業 名  負担対象事業費  負担率  負担金の額 

円  円 
淀川河川公園整備事業  ３２,０００,０００  １0x６  ５,３３３,３３３ 

都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金徴収の件 9,調整中0x 

事 業 名  負担対象事業費  負担金の額 

都市高速鉄道 3,  円  円 

１,０６７,４１５,０００ 連続立体交差事業  ３,６１１,４７５,０００  

流域下水道事業の施行に伴う負担金徴収の件 9,調整中0x 

3

,区 分    負担対象事業費  負担率  負担金の額 

国庫補助  

 

国庫補助率 
１0x２ 

一国庫ｉ甫助率 

２0x３  

円  
２3,５0x１０  

円 

１２,４３４,６９8,０００  ３,１１６,４１３,５００ 
建  流域下水  

道事業  ５,２４８,０５６,０００  １0x６  ８７７,０７３,０００ 設 

   

費  

府費単独流域下水道事業   ２４８,５９１,０００  １0x２  １２４,３１０,０００ 

区 分    負担対象事業費   負担金の額 

維 持 管 理 費    ７０,１５８,４０６,２７５   ２１, 4６７,２４３,８８４ 

港湾整備事業の施行に伴う負担金徴収の件

事 業 名  負担対象事業費  負担金の額 

港 湾 整 備 事 業  
円  円 

９,０００,０００  、１,5００,０００ 

２３ 



資料２ 参考資料9,３0x 

負担金変更の件一覧表

淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金変更の件

9,平２８3,２月議会0x
9,都市整備部0x 

事 業 名  
負担対象事業費   負 担 金 の 額  

変更前  変 更後3,  変更前  変更後 

淀川河川公園整備事業  
円  円  円  円 

４１,２８７,０００  ３,３０９,４８３  ６,８８１,１６６  ５５１,５８０ 

都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金変更の件

事 業 名  
負担対象事業費・   負 担 金 の 額  

変更前  変更後  変更前  変更後 

都市高速鉄道  円  円  円  円 

連続立体交差事業  ３,１４１,０００,０００  １９３０,１４８,０００  ７６０,１２５,０００  ５１２,２５６,０００ 

流域下水道事業の施行に伴う負担金変更の件

区 分    
負担対象事業費   負 担 金 の 額  

 変更前  変更後  変更前  変更後 

国庫補  国庫補助率  
円  円  円  円 

１0x２  １３,８９９,６５２,０００  ８,３６１,９４４,０００  ３,４８４,４２０,０００  ２,０９５,０２９,５００ 助流域  
建  下水道  

国庫補助率  
８,７４９,５４８,０００  3,５,９５２,４９２,０００  １４６３,２５５,０００  ９９５,３８３,０００ 設  事業  

費  ２0x３  
府費単独   

２５０,７９２,０００  ２１５,６９７,０００  １２５,４１３,５００  １０７,８６５,５００ 
流域下水道事業   

維持管理費    ６３,８５２,９８２,５３９  ６０,７９２,１７１,６９２  ２１,０４０,７６２,４８１  ２０,１４６,０６１,３３４ 

２５ 



工事請負契約締結一覧表

部  工事場所  上段81契約金額9,税込0x  
局  工 事 名  81 〔下段 81１予定価格81 9,税込0x81 〕   落札率  工 事 概 要 
名  請 負 者  工 期  

①  茨木市大字大岩   工事延長 Ｌx9２３３3,Om １,３３６,３６０,６８０円   

主要地方道 茨未摂津 
線9,9,都0x大岩線0x橋 
梁下部工事  

地 内3,  
〔１,４９２,５９３,４８０円〕  橋梁下部 １式 

橋台躯体工 ２基 3, 
８９3,５0x  橋脚躯体工 ４基 3, 

深礎杭工 ２３本    
,0,0Ｌx9９3,０0x２１3,Oｍ、φ２５００~φ１１５００ 

都  

Ｈ３０3,２3,２８  株式会社淺沼組  仮設工 １式 

②・  高欄市成合南の  
１,４２５,６００,０００円   

工事延長 Ｌx9２４８3,８ｍ 

市  
主要地方道 伏見柳谷 
高槻線高槻束道路 仮 
称成合橋梁上部工事  

町地内外  
〔１,５９３,５１７,３２０円〕  工場製作工 １式 

鋼橋架設工 １式 
８９3,５0x  橋梁付属物工 １式 

整  Ｈ３０3,５3,３１  ・駒井ハルテック瀧上工業  
共同企業体  

備  

部  

２７ 

資料２ 参考資料9,４0x 

9,平２８3,２月議会0x 



入札結果情報

工事名称  主要地方道 茨木摂津線9,9,都0x大岩線0x橋梁下部工事 ・   
入札方式  一般競争入札9,実績申告型0x  予定価格9,税抜0x  １,３８２,０３１,０００円 
入札方法  電子入札   予定価格9,税込0x  １,４９２,５９３,４８０円 
事務所名  茨木土木事務所  低入札価格調査基準価格9,税抜0x ８９3,５0x  １,２３７,２３６,０００円 

落札者  9,株0x淺沼組 3,  低入札価格調査基準価格9,税込0x ・   １,３３６,２１４,８８０円 
落札金額  １,２３７,３７１,０００円9,税抜0x   失格基準価格9,税抜0x 3, ７９3,５0x  １,０９９,０８４,０００円 

契約予定金額  １,３３６,３６０,６８０円9,税込0x  失格基準価格9,税込0x  １,１８７,０1０,７２０円 

一般競争入札結果情報
番号   業者名称 3,  入札金額  摘要 
１  9,株0x3,浅沼組 ８９3,５0x  １,２３７,３７１,０００  落札 
２  9,株0x熊谷組  １,２３９,0００,０００  
３  真柄建設。国誉建設共同企業体 3,  １,0２３９,２６２,０００  
４  久本組。井上工業共同企業体 ,  １,２３９,６３０,０００  
５  奥村組土木興業9,株0x 3,  １,・２３９,８００,０００  
６  ヤマト。吉田特定建設工事共同企業体  １,２４０,６００,０００  
７  森本組。佐田建設特定共同企業体 3,   １,２４０,６６０,０００  
８  東急建設9,株0x   １,２４１,０００,０００  
９  ノバック。清田軌道共同企業体  １,２４１,２３０,０００  

１０  9,株0x錢高組   １,２４１,２４０,０００  
１１  大豊建設9,株0x ・  １,２４２,０６２,０００  
１２  中林。大勝特定建設工事共同企業体 ,  １,２４２,４８０,0０００  
１３  岸本。・奈良共同企業体 3,  １,２４２,７４５,０００  
１４  青木あすなろ建設9,株0x ・  １,２４３,０００,０００  
１５  西武建設9,株0x・ ・  １,２４３,１００,０００  
１６  岩田地崎建設9,株0x ・  １,２４３,５００,０0０  
１７  日本国土開発9,株0x   １,２４３,５０６,０００  
１８  村本建設。松村組特定建設工事共同企業体 ・  １,２４７,0００,０００  
１９  大日本土木9,株0x   １,２５９,２５８,０００  
２０  鹿島建設9,株0x ,  １,２６９,０００,０００  
２１  三井住友建設9,株0x ・  １,３１５,０００,０００  
２２  戸田建設9,株0x ・  １,３２０,０００,０００  
２３3,  森・梅林特定建設工事共同企業体  ,  １,２３１,０００,０００  入札書 

無効 
２４  五洋建設9,株0x ・   １,２３２,９５０,０００  入札書 

無効 

２５  9,株0x3,大本組  １,２３３,４５０,０００  入札書 

２６  前田建設工業9,株0x 3,  １,２３４,２３３,０００  入札書 
無効 

２７  9,株0x3,大林組  １,２３５,１００,０００  入札書 
無効 

２８  若築建設9,株0x 3,  １,２３５,５００,０００  入札書 
無効 

２９  9,株0x竹中土木 3, ・  １,２３７,１１２,０００  入札書 
無効 

３０  鉄建建設9,株0x ・  入札書 
不着 

３１  みらい建設工業9,株0x  辞退 
３２  ｌ9,株0x奥村組  辞退 

２８ 



入札結果情報

工事名称  主要地方道 伏見柳谷高概線 高湖東道路 仮称成合橋梁上部工事3,   

入札方式  一般競争入札9,実績申告型0x  予定価格9,税抜0x3,  １,４7５,４７９,０００円 

入本ｔ方法  電子入札  予定価格9,税込0x   １,５９３,５１７,３２０円 
,0 事務所名  茨木土木事務所  低入札価格調査基準価格9,税抜0x ８９3,５0x  １,３１９,９７７,０００円 

落札者  駒井ハルテック瀧上工業共同企業体  低入札価格調査基準価格9,税込0x  １,４２５,５７５,１６０円 

落札金額  １,３２０,０００,０００円9,税抜0x  失格基準価格9,税抜0x ７８3,８0x  １,１６２,０８７,０００円 

契約予定金額  3, １,４２５,６００,０００円9,税込0x  失格基準価格9,税込0x  １,２５５,０５３,９６０円 

一般競争入札結果情報

番号  業者名称  入札金額  摘要 

１  駒井ハルテック瀧上工業共同企業体 ８９3,５0x  １,３２０,０００,０００  落札 

日本橋梁。宮地エンジニアリング共同企業体3,  １,３２３,８９６,０００  

３  Ｉ Ｈ Ｉインブラシステム。高田機工共同企業体  １,３２４,５００,０００  
,

４  片山。三井共同企業体  １,３２６,６００,０００  

５  横河・横河住金共同企業体  １,３１８,０００,０００  入札書 
無効 

２９ 



条例制定の背景ａ目的

9,条例制定の背景0x

０自転車は、日常生活において通学や通勤、サイクリング等で利用される便利で身近な
移動手段で、 幼児から高齢者まで幅広く利用されています。

０その一方で、 平成２７年中の府内における自転車関連事故による死者数は、年初から
增え続けて５０人となり、 平成２６年に比べて１６人の大幅增加となりました。
特に死者数の約５割が高齢者で、 その死因の約８割が頭部損傷によるものでした。 

０ また全国的には、 自転車が加害者となる交通事故で高額賠償請求事例も発生する中、
平成２７年１月に府が実施したアンケート調査の結果、 自転車保険への加入の必要性
については９割以上が認識しているにもかかわらず、その加入率は約４割に留まる状
況です。

０さらに、平成２７年６月の改正道路交通法の施行により、 違反行為等を繰り返した
悪質な自転車運転者に対して講習が義務付けられましたが、 全国初の講習が大阪で実
施されるなど、 府内自転車利用者のルール違反は依然として多い状況です。

０ これらの問題は大阪府域全体の共通課題であり、各主体の役割の3,明確化、交通安全教
育の実施、 自転車利用における安全確保、 自転車損害賠償保険等の加入など、 自転車
の安全な利用、 適正な利用を府、 府民、 関係者が一丸となって促進することが必要で
す。 ,

9,条例制定の目的0x

０ 府、 事業者、 交通安全団体及び府民等が協働して自転車に係る交通安全を確保し、
かつ、 自転車を適正に利用する、ことを促進するために必要な事項を定める。

一 ・１

０ 自転車の父通に係る事故の防止及び被害者の保護を図ることを目的とする。3, 

※今後のスケジュール ,0

・２月 ８日9,月0x パブリックコメント募集締切9,募集期間は１0x８0x２0x８0x 
。２月２５日9,木0x ２月府議会に条例案提出
・４月 １日9,金0x 条例施行予定9,自転車保険関連以外0x
・７月 １日9,金0x 条例施行予定9,自転車保険関連0x 

条例の主な内容

  

工 主な内容  
電 要、事業者、交通安全離、要基、な事Ｊ第車解新常の責務、役役��義 

めることにより、自 の 、 についての思 
を高め、気運の醸成につなげていく。 ,0 

０府の責務9,府民、事業者、市町村等と連携協力した施策の実施、関係機関と 
連携した道路交通環境の整備、府民、事業者の安全適正利用活動の支援0x 

０事業者の役割9,安全適正利用への理解、事業活動を通じた安全適正利用活動 
の実施等0x 

０府民の役割9,安全適正利用への理解、自主的積極的な取組の実施等0x 
０ 自転車小売業者等の情報提供9,購入者等に対する乗車時の安全適正利用に 

必要な情報の提供0x 

０自動車等運転者の遵守事項9,自転車の安全通行に配慮した運転0x  

◎ 交通安全教育 連続した交通安全教育を習慣化するため、学校長や保護者等が、自転 
車の安全適正な利用について必要な指導、 教育に努めることを規定。 

０学校長の教育9,児童、生徒に対し必要な交通安全教育に努める0x 
０保護者の教育9,未成年者に対し必要な交通安全教育に努める0x 
０事業者の教育9,従業員に対し必要な交通安全教育に努める0x 

商 自転車利用者等が、 自電車は車両である ｊｴﾂ空認識し、、客全連正に 息 
ぉ 安全確保 転車を利用するために必要な点検整備を行つ ,0 と及び、自転車事故に け る 81 ロロ 、 81 3,81Ｌ, 

備えた反射器材装着や局齢者のヘルメット着用に関して規疋。 

3, ０自転車の点検及び整備9,自転車利用者、保護者、自転車貸付業者等0x 
０安全確保対策9,車体側面の反射器材装着、高齢者のヘルメット着用等0x 

◎ 自転車損室賠償 自転車は事故を起こす乗り物であることを踏まえた自転車保国ﾗﾊへの 
保険等の力ロ口入 力ｇｽｺ及び保険に関する情報の提供等、 事故発生後の被害補償対策等を 

規疋。 

ｌｆ3,ｉx9・x9１、１,１ ｔｉf81ｆl ０自転車利用者は自転車保険等に加入しなければならない9,義務化0x。 

０ x9報離離蘇力議�� 利用する場合、 自転車保険等に加入し 

  

０事業者の保険加入9,従業者に利用させる場合の保険加入の努力義務0x 
０府、交通安全団体等の情報提供等9,保険加入情報の提供の努力義務0x 
０自転車小売業者の確認等9,購入者に対する保険加入の確認、保険情報の提 

供の努力義務0x  



。計画期間9,Ｈ２３0xＨ３２0xの中間年を迎えることから、 施策の効果や進捗状況について点検を実施。  
【結果】全体的に概ね計画どおりに進捗する一方、工法変更に伴う供用遅延、用地買収の難航、国予算の確保などの要因により、一部の施策9,渋滞対策、歩道整備、中小河川改修0xに遅れが発生。 

。残る計画期間に、 「点検のフォローアップ」と「計画策定後に生じた新たな取組」を反映させるべく、 都市整備中期計画9,案0xを改訂。   

２計画歌言Jの全たま肉春  
経。 。 。東画二極の一極を組う大販を富描し、大販。関画の真なる成長と府属の安全。安心の確保等、重点施素を計画的に維進。  

9,１0x「インフラ戦略」の推進 i①広域的な都市経営の観点から、大大大の将来に必要なインフラ整備を推進するとともに、その整備手法や財源確保策等について検討。 
。公共交通戦略9,Ｈ２６3,１策定0x 。都市整備部地震防災アクションプログラム9,Ｈ２７,３見直し0x 

②都市インフラ機能を将来にわたり良好に保つため、都市基盤施設長寿命化計画9,Ｈ２７最３策定0xに基づ、き、戦略的な維持管理を推進。 
。流域下水道事業81老朽化施設の計画的な改築更新事業を優先的に実施することにより、持続的な下水道施設の機能を確保 

9,２0x 施策。事業の「重点化」 ,0 点検で得られた課題や近年の国費の減少等を踏まえ、「インフラのストック効果」や「既存ストックの利活用などインフラを賢く使う」視点を 
重視しなが５、施策。事業の「重点化」を図るとともに、ソフト対策を戦略的に組み合わせることによって、より効率的に効果発現を図る。 

     

9,１0x物流。交通ネットワークの強化、交通渋滞の解消、 
①インフラ。ストックの利便性向上  

9,１0x減災のまちづくりの維進9,「逃げる」「選ぐ」「防ぐ」施策の組合せ0x 
①地震防災対策 9,南海トラフ地震対策の着実な推進0x 

「逃ける」施策81防災意識の醸成9,津波高潮ステーションの活用0x 
地域防災力の向上9,防災訓練など0x 

「防ぐ」施策 81防潮堤の液状化対策  

9,１0x賑わいの創出 １ 
規制緩和や民間の資金。ノウハウを活かしたにぎわい創 
出や地域資源を活かした魅力づくりを推進。 

3,。公園の賑わい創出・ 

9,大規模イベントの開催、カフェ等便益施設の導入0x 
。地域資源を活かしたまちづくり9,竹内街道など0x 
。水都大阪の推進 

9,２0x環境の保全と創出  
環境負荷の低減に向けた取組や、公共空間を活用し 

。高速道路料金体系一元化 3,  
。港湾運営会社の経営統合、港湾管理一元化  
。公共交通の利便性向上、利用促進  9,人命への影響力、、大きい緊急性の高い箇所はＨ２８年度に完成0x 

都市インフラの耐震対策、 密集市街地対策  ②道路ネットワークの機能強化、  
②治水対策。土砂災害対策  港湾の機能強化、鉄道ネットワークの充美  

「逃ける」施策81洪水リスク開示、情報伝達機能強化9,カメラ設置0x 
八サードマップ9,こ基づく避難訓練実施の支援 

「凌くx9」施策 81 ため池等の治水利用、耐水型都市づくり,0  

3, 。幹線道路ネットワークの強化  

。岸壁の整備、企業立地の促進 。鉄道ネットワークの充実  
た新工ネルキーの創出。活用を推進。 ｌ 

。みどりの風を感じる大都市。大阪の実現 ｌ ③慢性的な交通渋滞の解消  土石り、災害特別警戒区域の家屋移転・補強の助成 
「防ぐ」施策 81 治水施設等の整備面所の重点化と局部改良や  

3, ハードとソフトを組み合わせた総合的な渋滞対策を推進  部分的な河床掘削などのリスク低減対策等を推進  9,都市計画手法による緑化誘導など0x  
。交差点改良、立体交差事業、道路拡幅、バイパス整備   急傾斜受益者負担金制度の導入  。太陽光発電事業実施9,下水道処理場、道路、治水緑地0x  
。高速道路料金体系の一元化による高速道路への誘導の  9,２0x交通安全対策の推進  

①総合的な交通安全対策の推進  9,３0xまちづく２支援 ｌ ,0 ｌ 
土木事務所の現場機能やノウハウを活力、し、地兀住民 

検討、公共交通の利用促進9,再掲0x   
※最新の渋滞状況の把握に努め、 対策内容等を見極める。  。歩道整備9,用地買収の協力度等、地域状況を総合的に勘案して着手0x 

歩行空間確保9,路肩カラー化など0x、交通安全普及啓発 
。「大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例9,仮称0x 」 
の制定など、 自転車総合対策の推進  

や市町村など多様な主体と連携。調整を図りながら、地 
9,２0x都市拠点形成と都市再生9,まちづくりとリＪペーション0x 

3,①都市拠点形成9,まちづくり0x。箕面森町、采,0都 
②都市再生9,リＪペーション0x 。うめきた  

域の個性あふれるまちづくりを支援。  
。地域力再生、地域の活性化9,顔づくりプロジェクト0x 3,  

(2)バリアフリー化の推進など 。可動式ホーム柵の整備促進  1 
ｌ３計画の推進に向けてｌ  

9,１0x 「プロジェクト。マネジメント」の導入  
。リスクやスケジュール、人的。予算的制約等などを組織で共有し、様々な課題等に的確かつ迅速に対応しながら、品質の確價   こ関する取組を行い、事業の推進を図る。 

9,２0x限５れた財源や人材のもと、「着実に施策を推進していくための取組」を強化 
。戦略的な用地取得体制の構築 ・ インフラ整備に必要不可欠である事業用地を計画的に取得するため、 人材の育成。確, 

3,。技術の継承と持続可能な人本オ育成 :ベテラン職員による技術指導や計画的。実践的な技術研修の実施など、技術の継承ｆ  
ｉや公社の活用など、持続可能な体制を構築。 
81寺続可能な人材育成のシステムを構築。  

9,３0x 市町村や大学等と連携を図る「地域維持管理連携プラットフォーム」の活用 
。土木事務所が中心となり、 維持管理に関する情報共有や技術力の向上、 市町村の技術支援など様々な取組を行い、 地ｉｊ  華位で一体となった都市インフラの適切な維持管理を推進。 

３今後の予定 3,   
。計画本編については、今議会での議論及び八つブリッグコメントを経て、年度末に改訂予定。   
。その後、 市町村との意見交換を踏まえ、 今秋を目途に個別事業の予定箇所を含む参考資料を改訂予定。   



１。計画の性格
０ 

０ 

市インフラ政策の中長期的展
近年の社会情勢変化や都市整備上の課題、大阪の成長戦略や
財政運営の方向性を踏まえつつ、「都市インフラ政策の中長期
的展望」として、広x9関西圈を見据え、計画・建設・維持管
理・ 地域協働等にわたる施策推進の方向性を示す指針。 
画の対象期 「概ね３０年先を見通しつつ当面の１０年間」

２。計画策定の主な背景
◇東日本大震災、 人口減少社会

・集客、人本オ育成、産業集積、
◇建設投資余力の減少 , 

・建設費は１０年前から半減
◇インフラ施設の老朽化

２３ ３２ 

⇒「自立した強い大阪」へ
化、 首都機能バックアップなど

活力、 都市再生への取組み強化

→半数の事業が「休止・遅延」

橋梁、 水門等の更新需要増大→ 予防保全による長寿命化へ

３。特記 0x早期に取組むべき事項0x
◇大阪の将来に必要なインフラ整備戦略の策定

財政規律を踏まえ将来に必要なインフラを厳選。 人口減少が
緩やかなうちに整備するための手法・財源確保策等を検討。 

４。基本方針

目標 ①成長と活力の実現9,中継・ハイエンド都市0x
②安全と安心の確保9,安全・安心ナンバーワン都市0x 
③部市魅力の向上 9,ミュージアム都市、

水とみどり豊かな新工ネルキー都市0x 

視点 インフラ。マネジメントの推
建設事業の見直しと維持管理の重点化
ハードとソフト連携、施策のパッケージ化

ｌｕ用者の視点、ストックの活用
高速道路、・港湾、鉄道などの利便性向上
公共空間利用の規制緩和、 民間活力の導入
域力の再生、連携。協働のシステムづくり
笑顔と感謝を旗印とした“笑働OＳＡＫＡ”推進
現場機能やノウ ノ、ウを活かした地域支援の推進

進行管理 
０ Ｐ Ｄ ０ Ａサイクルに基づき、施策の効果検証、進捗管理、

計画内容の見直しを適時に実施。
今後、 新たな大者ｔ市制度等の変動要因にも適時に対応。 

５。アクション。プログラム 重点施策の体系

①物流。交通ネットワークの強化、交通渋滞の解消
ａ「インフラ・ストックの利便性向上」 

◇ハイウェイ,オーソリティ構想推進 ◇大阪湾諸港の経営民営化・一元化
◇公共交通の利便性向上、利用促進

ｂ「物流・交通ネットワークの強化」 3, 
◇道路網の機能強化 ◇鉄軌道網の機能強化 ◇阪神港の機能強化

ｃ「慢性的な交通渋滞の解消」
◇立体交差化 ◇渋帯対策 ・

②部市拠点を支えるインフラ整備 、
◇ものづくり・物流・産業拠点や総合特区等へのアクセス強化

・駅前などの市街地再開発、土地区画整理事業の促進
・再開発ビルのリニューアルに向けた取組み

①戦略的な維持管理の推進
◇予防保全対策の強化 9,計画的補修による長寿命化など0x

②建設事業。計画の見直し9,道路、公園、治水対策の転換等0x
◇即効性、実現性を重視した「さらなる選択と集中」

・道路整備の重点化9,成長・活力と安全・安心0x
・道路や公園の都市計画の見直し
・新たな治水対策への転換9,地先の危険度の共有、「逃げる」「法く゛」

「防ぐ」施策の組合せ0x  

①国土構造のデュアル化
◇首都機能のバックアップ◇新名神など国土軸のデュアル化

②減災のまちづくりの推進9,「逃げる」「渡ぐ」「防ぐ」施策の組合せ0x
◇津波防災対策 一一

・東日本大震災を踏まえた避難体系の強化9,避難ビル指定、 駅舎,高架道路
の活用、地下街避難対策等0x ・道路情報提供装置等の整備

◇新たな治水対策・士砂災害対策
・流域全体での総合的な治水対策・土砂災害対策の推進

→地先の危険度開示と当面の治水目標設定、 情報伝達・避難体系強化、
流域下水道整備など

◇インフラ防災機能の強化
・橋梁等の耐震対策、防潮堤・岸壁等の耐震強化9,国の知見を踏まえ対応0x 
・津波・高潮対策9,水門遠隔操作化、鉄扉電動化、水門等防御施設耐水化0x 
・下水処理場・ポンプ場の防災無線網整備
・防災セーフティ・ロード9,徒歩帰宅者の誘導・支援0x
・広域緊急交通路ネットワークの強化 ・府営公園の防災機能強化
・ 市街地再開発事業、 準防火地域の指定促進など市街地不燃化の促進等

③交通安全対策、 バリアフリー化の推進
◇歩道整備、バリアフリー・化、交通安全教育など
◇鉄道駅の耐震補強 ・ 可動式ホーム柵の整備促進
◇府営公園のユニバーサルデザイン・バリアフリー化

①地観力の再生、 笑働OＳＡＫＡの推進
◇地域力の再生、地域支援業務 ◇笑働OＳＡＫＡの推進

②水部大阪の推進 3,
◇水都大阪 「水と光のまちづくり構想」

③環境の保全と創出  
◇みどりの風を感じる大阪の実現 ◇Ｌ Ｅ Ｄ照明灯の導入促進
◇大阪湾や河川などの水質改善 ◇豊かな水辺空間の創出
◇新工ネルキーの活用促進

④賑わい・街並みの形成
、3, ◇道路等の無電柱化、街並みの形成 ◇歴史や文化を活かしたまちづくり

◇水辺のにぎわい創出  

設事業計

ＵＲＬ81ｈｔｔ ＷＷＷ ｒｅｆ3,ｏｓａｋａ3, 
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資料４参考資料

の

ｏｋａｎｒ 

を

ｕｕｋ 

0xｆ①原則、 現行の予算水準を基本に大きな増嵩なく運営。
重点化方針のもと、「さらなる選択と集中」により事業推進

ｅ②産業政策、総合特区、物流戦略、防災力強化など、広域的な
部市経営の観点から大阪の将来に必要なインフラ整備を厳
選、 財政規律を踏まえ整備手法や財源確保策等を全庁議論。 

,ｆ③即効性、実現性の観点から「事業や計画の見直し」を進める。
9,例0x道路整備の重点化9,成長・活力と安全・安心0x

治水対策の転換9,地域危険度、逃げる・凌ぐ・防ぐ0x 

持管理戦 813,9,「9,別冊0x参考資料」 にて当面３年間程度の対策予定を提示0x 

,９,0①「アセットマネジメント手法」を導入し、施設の劣化状況を
見極めつつ計画的にきめ細かな補修を行う 「予防保全対策」
を強化。施設の長寿命化や更新時期の平準化を図り、ライフ
サイクルコストの縮減を図る。 ,

0xｆ②地方債の発行等により 維持管理予算について 年間２６０
億円の水準まで段階的に增額を図る。 � ,0

9,例0x ２０ 年で３３０9,0x １億円、年間１６５億円の財政縮減効果

笑顔あふれる豊かな地域づく りに向けて
0xＢ一①連携。協働の場9,ボード0xの設置

・土木事務所管内をひとつの地域生活圈と提え、 市町村、
企業、地域団体、ＮＰ０など多様な主体との連携・協働
の場9,ボード0xを設置し、土木事務所がコーディネート。 

ｅ②地域の自立的活動の支援 3, 
・地域力再生やソーシャルキャピタル向上に向け、防災、

防犯、環境、緑化、・まちづくりなどの地域活動を支援。 
ｅ③笑働OＳＡＫＡによる地域活動のブランド化など

,活動の継続、多世代の参加、自立スキーム構築の促進。 
ｅ④施策事例9,川床、 ＪＡＺＺライン、まち歩きツアーなど0x 

※「9, lｆ冊 にて 示



Ｋ鉄道ネットワｉクの充実】
１ 
«Ｈ２８年度当初予算»

測量・土質調査、基本設計、環境影響評価、都市計画手続き等に必要な費用
約3００百万円

◆現状 3,

x4有識者による検証により、採算性が確保できることを確認
x4沿線市等と負担割合について合意
⇒Ｈ２８3,:L。１５ 戦略本部会議において、事業化の意思決定

０事業概要
x4区 間81門真市0x門真南0x鴻池新田0x荒本0x瓜生堂Ｌx9９3,０ｋｍ 
x4事業費81インフフ約７４０億円 インフフ外約３１０億円

計約１,０５０億円9,府費81約３００億円0x
9,別途、近鉄新駅や乗継施設等の整備が必要0x

x4需 要81延伸区間３3,７万人0x日、全区間１４万人0x日

０今後のスケジュール9,予定0x
x4Ｈ２８年度0x81調査設計、環境影響評価、都市計画、

軌道法特許手続き等
x4Ｈ３１年度 81現地着手 
x4Ｈ４１年 81開業9,目標0x

,0,01 ａｉ,081,0x9x9１１x981,,0,0,0 ,0,0・一 １,081 ,0x9二

②리ｔ、大阪急イ了延伸・,0,0,ｔ１813,,0 ,0,0 ,08181 

③なにわ筋線
«Ｈ２８年度当初予算»

事業計画検討調査・５百万円 9,４者計２０百万円0x
x4大阪府、大阪市、 ＪＲ西日本、南海の４者共同調査
x4事業費の精査及び採算性の検証など事業計画の深度化

検討調査 ・ 

◆現状
x4４者検討会9,大阪府。大阪市。 Ｊ Ｒ西日本。南海0xにおいて、

。需要や採算性検証に必要な前提条件の協議
9,前提条件0x 運行本数、中間駅、運賃体系など

。前提条件を踏まえた需要予測、概算事業費、採算性の検討
を実施中  

０今後の方針 ・
x4工事費や用地補償費の精査、採算性の検証等、引き続き検討を

深 度化 3,
x4早期具体化を目指し、 関係者で合意ができるよう精力的に協議。

調整を進める

K公共交通の 利便性向上国 利用 促進】  
相互一乗入一れ１,乗継改善3,,0,� 81,0 ,0 

«Ｈ２７年度２月補正予算» 債務負担9,Ｈ２７0x３２年度0xの設定
«Ｈ２８年度当初予算» 用地買収及び工事等9,箕面市補助0x 

限度額１０,０００百万円
１,０００百万円

«Ｈ２８年度当初予算» ,
相互乗入れ、乗継改善の検討調査 １０百万円
x4事業者間での調整が必要な乗継改善等の実現に向け、 府が調整のテーブルに乗せるための
提案資料を作成

◆現状 3,

x4Ｈ２６3,３ 基本合意書締系吉  
x4Ｈ２７3,１２都市計画決定、鉄道事業法許可、軌道法特許取得

０事業概要
x4区 間81千里中央0x箕面船場0x新箕面 Ｌx9２3,５ｋｍ
x4事業費81約６００億円9,府費81１００億円上限に箕面市に補助0x 
x4需 要81延伸区間４,２万人0x日

０今後のスケジュール9,予定0x
x4Ｈ２８3,３末 81基本協定書締結
x4Ｈ２８3,５月議会81軌道法工事施行認可9,議会同意0x
x4Ｈ２８年度下期81現地着手9,国認可後0x
x4Ｈ３２年度 81開業9,目標0x 

０現状

x4広域的な観点から駅。路線の重要性を考慮、検討箇所として１５箇所選定
x4Ｈ２７年度から概ね３ケ年程度で改善案を検討 9,提案資料の作成0x

◆今後の方針
x4各鉄道事業者による主体的な取組みが行われるよう、府の改善案をもとに、
協議・調整を進める ・

【Ｈ２７年度検討箇所9,５箇所0x】
０大規模ターミナルにおける乗継検討 81天王寺9,相互乗入れ0x
０即効性のある乗継改善検討 81上本町9,乗継経路の改善0x
０相互直通運転による観光ルートの形成81柏原・道明寺、河内長野

０ 

０関空アクセスの機能強化 81 日本意里ｉ9,乗ｉ陛改善9,ホームｔｏホーｆ花ｊ0x 
⇒関係者と検討の場を設け、府の提案資料をもとに、順次、議論を開始

【Ｈ２８年度以降検討置ｉ所 9,１０面所0x】※うち２８年度検討面所 9,５1面所0xは今ｉ第第第予定
０大規模ターミナルにおける乗継検討 81梅田、難波、京橋、3,鶴橋
０国土軸と大阪都心部とのアクセス強化 81新大阪

０放射環状の結節強化 81西九条
０利用者対応 81河内磐船
⇒府が調整のテーブルに乗せるための提案資料を作成

理ll  



１ ａ 国土幹線道路部会「中間答串」と首都圍の新料金
「国と地方の検討会」等において、 阪神圍の料金課題への対応を提案

◎Ｈ２７ａ７国交省国土幹線道路部会大都市圍の新たな料金体系の「中間答申」【概要】
０料金体系の整理。続一

。料金水準は、対距離制を基本に統一9,ＮＥＸＣ０大都市近郊料金を参考0x、車種区分を統一
※ただし、 激変緩和措置の導入が必要

０起終点を基本とした継ぎ目のない料金
。同じ発着地であれば経路によらず料金を同一、 管理主体間を足ﾃ福ｮ際の基本料金は１回の利用に対し １ 回のみ課金

０政策的な料金の導入 , 
混雑状況に応じた料金施 策

※効果的な料金施策の実施には会社間の料金収入等を調整する枠組みが必要

０

◆首部圍の新たな料金体系の概要9,第１ステップ。Ｈ２８年度当初0x0x 9,対象81圏央道の内側0x 

０料金水準を原則Ｎ Ｅxec大都市近郊区間の対距離料金9,約３２円0xｋｍ0xに統一、 車種区分は５車種に続一
※外環。中央道等は路線単位での個別料金設定9,基本料金課金0x ・
※激変緩和措置として首都高速等で上限料金を設定

０同一発着同一料金の適用 9,左下図参照0x

０物流対策。環境対策の割引9,大ロ。多頻度割引、環境ロードプライシング0xは継続 9,その他は廃止0x

ｖ主な路線の料金  

対表Ｅ離５１０0x９３０円  対距離５１０0x９３０円 

ＮＥＸＣ０ 

   

均一５１０円  均一５１０円 
中央道  均一６２０円  

3, 区踏基１３０0x７５０円  区踏最４６０0x９２０円 

区間１１０0x４１０円   西名阪  区聞４１０0x８２０円 

ＮＥＸＣ０ 

   

ｌ なし  

①圈央道9,１２５3,９ｋｍ0x  ４,３００円  ４,１２０円 
０首都高速ｒiO３3,９ｋｍ0x  ２,９４０円  ３3,６６０円 

２3,販神都市圍の圓標とする料金体累9,大販府素案0x 
◆阪神圍の料金体系に関する課題 3, 

資料６ 

①料金体系が温在、 利用しにくい料金体系

・複数の運営主体9,阪高,Ｎ ＥＸＣ０ 。公社0xと料金体系9,対距離・均一等0xが混在、
「複雑で分かりにくく、利用しにくい」

・路線間の乗継抵抗9,基本料金は路線毎に課金0x ,0
②部心部への交通集中、渋滞発生 ,0

都心部に用の無い通過交通等により都心部での渋滞が显頁在化

③一般道路の渋i帯。沿道環境等の政策的課題
・高速道路に並行する一般道路9,大阪中央環状線、湾岸河口部等0xが渋滞、

高速道路が有効活用されていない
。国道４３号沿道等、 大気質等の環境基準非達成箇所が存在

ｗ

◆Ｈ２９年度当初時点で目標とする料金体系9,第１ステップ0x し 

。対距離料金を基本とした「利用重視」への料金体系の実現を目指す
。ただし、 利用者9,長距離,現金車等0xの急激な負担増に考慮し、 当面の間、 激変緩和指置を実施

概ね関西大環状の内側を対象に、 3,

①料金体系の整理。統一等により公平で利用しやすい料金体系に ・
・対距離料金を基本に統一 9,例0x名神高速等のＮＥＸＣ０大都市近交「料金等
。ただし、 激変緩和措置として阪神高速等で上限料金を設定

路線単位ではなく会社単位での料金設定、会社単位では基本料金１回
・車種区分は５車種に続一

②周辺道路の活用により都心部の交通集中緩和9,交通流動の最適化0x 
通過交通等に対して同一発着同一料金を適用

③料金施策により物流。環境。渋滞等の政策的課題へ対応

短足巨離利用料金9,下限料金0xの低減
現行料金割引は物流。環境対策を基本に再編

３ａ今後のスケジュール
８ 

料金  
体系  

・阪高料金  
自治体   ・公社路線移管等  

公社路線  
ａ 移管協議・ＥＴＣ整備等 4,         移管  

左岸線  
延伸部  

※移管条件は新料金に左右されるため、路線によっては移管スケジュールの見直しが必要


